

































































































































































































































































































































































































































（１１）  Joint stock company の統治システム
と こ ろ が， ジ ョ イ














































A が B に営業を任せることにしたとします。委任者 A と受任者 B が，
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A のために B が第三者と取引することを約束した場合に，A と B の関
係は内部関係です。












は A と C の間に生じ
ま す。C は B が 本 当
に A の代理人かは調べなければなりませんが，大切なのは，A が信用
できる相手かどうかです。この商売が繁盛するならば，A は B を大勢
雇ってますます多くの取引をさせようするでしょう。
（１５）　取次ぎの基本構造
取次ぎでは，A は，取引の対象物を B に委託して，B に取引をさせ
ます。B は，自分を当事者として C と取引しますから，取引の効果は B
と C の間に生じます。B は取引の結果，C から受け取った物を，A に引
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な意味をもちます。A が出資した財産は X 会社の名で所有されますし，
B の業務執行は X 会社の名で行われます。ですから，A と X の関係は
取次ぎであり，X と B の関係は代理です。
ところが，X は人工的な人格でしかありません。内部関係を見れば，





















































































































































































































































































































































































































































































もう一つ，手法も独自でした。「best practice」「comply or explain」と
いわれるものです。コードは最善慣行を取り纏めただけである。しかし，
コードに従わないのなら説明せよというものです。上場規則でコードの
遵守状況の開示を義務づけておけば，後は市場が判断するだろうという
わけです。
イギリスでは，その後も，数々の報告書が出され，統合コードの見直
しがなされました。２００３年からは財務報告評議会（FRC）がコードの公
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表と維持にあたっています。統合コードは，２０１０年には UK コーポレー
ト・ガバナンス・コードに名称変更がなされました。
「say on pay」のアプローチも，イギリスが開拓したものです。これ
は経営者報酬の高騰化対策でして，経営者の個別報酬を開示するだけで
なく，株主総会に諮らなければならないとしました（２００２年）。ただし，
この総会決議は，勧告の意味しか持ちません。なお，２０１３年の規則改正
により，報酬の方針の決議（少なくとも３年毎に行う）は拘束的とされ
ました。こうして，報酬については，開示規制だけでなく，総会権限強
化との組み合わせで対処する方向へ進んできています。
スチュワードシップ・コードも，イギリスが始めました（２０１０年初公
表）。２００８年の世界金融危機の後に，機関投資家向けのコードを，「best 
practice」「comply or explain」の手法でもって，別個に設けることにし
たのです。
最新の動きとして，会計監査改革があります。上場会社の監査法人が
４大会計事務所に集約され，ほとんど交代がないのは，競争法上も問題
だという観点から，競争当局が是正措置として出したものです（２０１３
年）。大規模な３５０社においては，監査委員会は，少なくとも１０年に１度
は，会計監査人の競争入札をするように命じられました。
（１６）　フランス・ドイツの準則主義化と監査役制度　
フランスやドイツの会社法史も，ざっと見ておきましょう。
フランスは，ナポレオン法典が制定された頃，法の最先進国でした。
１８０７年制定のナポレオン商法典は株式会社についても規定しており，特
許主義をやめて一般法にした点で，当時としては画期的でした。ただ，
惜しいことに，政府の免許を要件としました。それに対し，無限責任社
員がいる株式合資会社は準則主義によることとしたものですから，その
設立がブームになりました。しかし，無資力者を無限責任社員に祭り上
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げておけばよいとなると，弊害を免れません。そこで，１８５６年改正で，
監査役会を置かなければならないとし，それに強力な監査権限を与えま
した。
これがうまくいったものですから，その後１８６３年に，株式会社のうち
小規模なものだけに準則主義を採用した際に，監査役監査を要件としま
した。
フランスは１８６７年に，ついに，すべての株式会社について準則主義を
採用しました。株式会社は，監査役を毎年総会で選任するものとされま
した。
次はドイツです。
１９世紀前半までは，ドイツの法制はフランスの後塵を拝していました。
１８６１年に普通ドイツ商法典が制定されましたが，株式会社は免許主義が
原則とされました。
１８７０年になって，株式会社も準則主義化されます。その際に，監査役
会が必置機関とされました。準則主義化を受けて，ドイツでは株式会社
が次々設立されました。その直後に恐慌が襲います。これに驚いて後ず
さりせず，規制の立て直しを図ったところから，ドイツ会社法のその後
の発展が切り開かれました。
１８８４年法は，会社設立規制を厳格化し，計算規定や公示主義を強化す
るとともに，監査役会制度を一層整備しました。監査役会は取締役の業
務執行を監督します。監査役と取締役の兼任は禁止です。この改正の成
果は上々であっため，その後は，ドイツに追随する国が増えました。日
本もそうです。
ドイツでは，その後，１８９７年に新商法典が制定されましたが，株式会
社についての変更点は僅かでした。
株式会社という仕組みは，どこから来て，どこへ行くのか ――浜田
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（１７）　ドイツ企業統治システムの変容　
ドイツの企業統治システムは，その後大きく変わりました。
一つは，監査役会の変容です。ドイツでは，取締役の選任・解任を監
査役会が行うと定款で定めておく実務が広まりました。１９３７年法は，こ
の定款実務を立法化し，監査役会を取締役の選任・監督機関としました。
なお，監査役と取締役の兼任禁止はそのままでしたから，ドイツでは，
執行と監督の分離が徹底しています。
次に，イギリス流の会計専門家による会計監査制度が，監査役会制度
とは別に，付け加えられました。最初は１９３１年に大統領令で新設され，
併せて経済監査士制度も創設されました。１９３７年法は，決算検査役制度
としてそれを立法化しました。決算検査役は，総会で選任されます。
共同決定は，第２次大戦後に社会民主党政権が推進しました。その到
達点ともいえる１９７６年の拡大共同決定法によれば，たとえば従業員２０００
人超の株式会社であれば，労働者代表の監査役と株主総会で選任される
監査役は，半々とされています。ただし，議長は最終的には株主側がと
ることとなっており，監査役会の決議が可否同数であれば議長が２票目
を投じます。
（１８ ）　ドイツ・大規模株式会社の統治システム
ドイツの大規模な株
式会社の統治システム
を図にしました。
監査役会が，取締役
の選解任を行います。
監査役は取締役を兼
ねることができません。
また，共同決定制度が
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採用されている点が大きな特徴です。
（１９）　日本への会社制度の移植　
ようやく，日本の話になります。
日本では，幕末から明治にかけて，いち早く株式会社制度の移植が試
みられました。幕末に福沢諭吉が西洋事情（１８６６年に版刻，写本は１８６４
年頃から流布）でこれを紹介し，会社という言葉も創作しました。坂本
龍馬の亀山社中（１８６５年）も，会社制度にアイディアを得たものでした
し，幕府側が兵庫商社を作ったのも（１８６７年），西洋のコンペニーに倣
おうとするものでした。
明治政府も，会社制度の移植を試みます。まず通商会社・為替会社が
設立されましたが（１８６９年），不十分だということで，国立銀行条例が
制定されました（１８７２年）。これは，当時世界最先端の株式会社法であっ
たアメリカのナショナル・バンク・アクト（１８６４年）に倣ったものでし
た。ですから，アメリカ型の企業統治構造でしたし，当初は設立準則主
義がとられていました。
明治期の日本では，不平等条約の改正が大きな課題で，そのために民
法典や商法典の整備を急ぎましたが，難航しました。帝国議会開設直前
に，民法典ともども商法典を公布しましたが（１８９０年），帝国議会で施
行延期論が渦巻き，延期されてしまいました。そこで仕切り直しとなり，
新民法典は１８９６年，新商法典は１８９９年に，ようやく帝国議会を通りまし
た。
新商法典では，株式会社についても設立準則主義が採用されました。
ドイツ流の，権限濫用防止策付きの準則主義です。監査役は必置機関と
され，取締役との兼任も禁止されました。監査役の権限は強力でした。
商法は戦前に，２度改正されました（１９１１年，１９３８年）。監査役制度
はさらに強化・整備されましたし，取締役や監査役の責任も強化されま
株式会社という仕組みは，どこから来て，どこへ行くのか ――浜田
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した。
（２０）　戦後日本における企業法制の変遷　
日本の企業法制は，戦後，ドイツ的な基盤にアメリカ法が接ぎ木され
たようなものになりました。
まず終戦直後に，占領体制の下で財閥解体が行われ，アメリカの反ト
ラスト法に倣って，独占禁止法が制定されました（１９４７年）。
次に証券民主化が図られ，アメリカの連邦証券規制に倣って，証券取
引法が制定されました（１９４８年）。これに伴って，会計専門家による財
務諸表監査が導入され，公認会計士制度が新設されました（１９４８年）。
なお，証券取引法は，現在では金融商品取引法に名前が変わっていま
す（２００６年）。金商法と略しています。証券取引法は証取法でしたので，
金取法でもよかったのですが，金を取ってしまうというイメージが嫌わ
れたのか，金商法で定着しました。
会社法はといえば，１９５０年に，アメリカ会社法の影響の下で，大規模
な改正が行われました。企業統治の点では，取締役会制度が導入されま
した。代表取締役は，取締役の中から，取締役会の決議で定めることに
なりました。問題は監査役です。取締役会があるのだから，監査役の業
務監査権限はなくてもよいということになり，監査役は会計監査のみを
担当することになりました。任期は１年です。証券取引法によって，上
場会社では公認会計士監査が始まったのに，会社法上は，それとは別に，
会計監査のためだけの監査役を置くのですから，おかしな話でした。戦
前は監査役も取締役とならんで重役とされていたのに，戦後のこの時代
に，監査役は，軽んじられる会社機関になってしまったのです。
この点を見直したのが，１９７４年改正です。企業倒産が頻発し粉飾決算
が横行するなかで，公認会計士監査と監査役監査の調整が図られました。
その際にはドイツ型やアメリカ型も検討されましたが，結論としては，
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戦前の監査役制度を，洗練させつつ復活することになりました。監査役
は総会で選出。任期は２年。取締役の職務執行を監査することになりま
した。一方，公認会計士監査は，会計監査人制度として，会社法上も大
会社につき導入されることになりました。
なお，会社法では会計監査人，証取法ないし金商法では監査人と，言
葉が使い分けられていますが，どの会社も同じ人に頼んでいます。会社
法の計算書類も金商法の財務諸表も，ほとんど同じです。会社法はヨー
ロッパ，金商法はアメリカに学んだために，二重規制になっています。
一体化したらよさそうなものですが，会社法は法務省の管轄，金商法は
金融庁ですから，省庁間の壁が厚くて難しいのでしょう。
（２１）　日本・監査役制度の強化・洗練化　
日本の監査役制度は，その後もことある毎に強化され，洗練されてき
ました。
１９８１年改正により，大会社では，監査役を複数置き，常勤監査役を互
選することになりました。監査役の報酬や活動のための費用についても，
改正法は手厚く配慮しました。会計監査人は，ヨーロッパと同様，総会
で選任することとなりました。その選任議案についても，監査役の過半
数による同意権・提案権が定められました。
１９９３年改正により，大会社では監査役は３人以上，そのうち一人以上
は社外監査役とされました。監査役会の制度も，この時に法定されました。
２００１年改正により，監査役の任期は４年になりました。取締役会に出
席して必要な意見を言うのは，権限と言うより義務とされました。大会
社では，半数以上は社外監査役とされ，社外の定義も厳格になりました。
監査役候補者に付き，監査役会の同意権・提案権が定められました。
２００５年の新会社法により，会計監査人の報酬には監査役会の同意が必
要とされました。
株式会社という仕組みは，どこから来て，どこへ行くのか ――浜田
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（２２）　日本・大規模株式会社の統治システム　
大会社である監査
役会設置会社の統治
システムを，図にしま
した。
監査役会は取締役
会と並べられていま
す。代表取締役は取締
役会の多数決で取締
役の中から選びます。会計監査人も総会で選任されますが，監査役会と
連携するよう設計されています。
（２３）　日本における近年の企業統治改革　
日本も近年，様々な企業統治改革に取り組んできました。
２００２年会社法改正で，「委員会等設置会社」の機関設計が選択制で導
入されました。その後名称が変わり，現在は「指名委員会等設置会社」
ですが，内容はほとんど変わっていません。
証券取引所上場規則や金商法による改革も進んできています。２００９年
には上場規程で，１名以上の独立役員の届出が義務化されました。社外
という会社法上の概念に加えて，独立という概念が，登場したのです。
２０１４年には，上場規程で，独立取締役を１名以上確保する努力義務が課
されました。２０１０年には，有価証券報告書等で「コーポレート・ガバナ
ンス体制・役員報酬・株式保有の状況・議決権行使結果」などを開示し
なければならないことになりました。２０１４年には，金融庁が日本版スチュ
ワードシップ・コードを公表しました。イギリス流の手法に習ったわけ
です。これを受け入れる機関投資家も近年増えてきています。
２０１４年の会社法改正により，｢監査等委員会設置会社｣ の機関設計が
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選択制で導入されました。また，上場会社は，社外取締役を置かないの
であれば総会で理由を開示しなければならないことになりました。社外
の定義が改正され，親会社等関係者や近親者は社外役員ではないことに
なりました。監査役（会）設置会社では，会計監査人候補者の決定につ
き，それまでは監査役（会）が同意権 / 提案権を持っていましたが，端
的に監査役（会）で候補者を決定することになりました。
２０１５年３月には，日本版コーポレート・ガバナンス・コードが策定さ
れ，上場規程に盛り込まれました。ここでもイギリス流の手法が採用さ
れたのです。独立取締役を２名以上とすることや，政策保有株式の方針
開示等の項目について，とりわけ関心が高まっています。遵守せよさも
なくば説明せよという手法ですが，予想以上に遵守する上場会社が多く
て，日本の取締役会の様子も今，変わりつつあります。
（２４）　指名委員会等設置会社の機関構成
指名委員会等設置会
社の機関構成を図にし
ました。アメリカに
倣ったものですが，ア
メリカと異なり，会計
監査人の選任機関は，
総会です。また，指名，
報酬・監査の各委員会
は過半数が社外取締役であればよいとされています。
（２５）　監査等委員会設置会社の機関構成
こちらは，監査等委員会設置会社の図です。監査等委員会だけで，指
名委員会や報酬委員会がない代わりに，監査等委員会は取締役の選任や
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報酬について総会で意
見を述べることができ
るとされています。監
査等委員の選任は株主
総会で別枠で行われる
など，監査役制度の良
い部分を受け継いでい
ますが，指名委員会等
設置会社の監査委員会に似た設計も多々あり，評価が定まるのはこれか
らでしょう。ただ，これを採用する会社は増えており，最近では上場会
社の２割に達する勢いです。
（２６）　企業統治改革の世界的な潮流
企業統治改革は，世界に広がってきています。イギリスの後を，フラ
ンスやドイツが追いました。日本もこの流れの中にあるといえるでしょ
う。
EU の最新の動きとしては，会計監査改革があります。公益事業体
（Public Interest Entities)，これは上場会社と銀行・保険会社のことですが，
これらにあっては，監査担当者ではなくて，監査法人自体を，原則最長
１０年で交代させなければならず，その際には入札手続をとるべきことな
どが定められました。今年６月より施行されています。
近年は OECD もまた企業統治改革の課題に取り組んでいます。１９９９
年にコーポレート・ガバナンス原則を発表しました。この原則は，コー
ポレート・ガバナンスに関する国際的ベンチマークを示そうとするもの
です。エンロン事件などを受けて２００４年に改訂がなされており，その際
に，「say on pay」も取り入れられました。機関投資家の責任等も追加さ
れました。２０１５年の改訂は，２００８年の金融危機を受けてのことです。各
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国の制度・運用状況のピア・レビューが実施され，その成果を元に改訂
がなされました。
株式会社制度は，昔から，州間，あるいは各国間の制度間競争によっ
て進化を遂げてきました。経済活動がますますグローバル化してきた今
日，企業統治システム間の競争も，加速の一途を辿っていると同時に，
国際的な協調も進む中で，良いものが広まる動きは，ますます顕著になっ
てきています。
それでは，各国の企業統治システムは，近い将来に一つのタイプに収
斂していくのでしょうか。なかなかそうはいかないでしょう。制度が
いったん作り上げられて，人々がそれに慣れると，慣れた部分を変える
のは簡単ではありません。道路がいったん張り巡らされると，それを全
部壊して新たな道路を敷き直すのは大変です。いったん町並みができる
と，大規模再開発がされることもありますが，一部の立て替えですませ
られるものなら，そうすることになるでしょう。各国の町並みが一挙に
同じになることはありえません。制度改革も同じであって，経路依存性
があります。いったん廃止したシステムでも，やっぱりあれが良かった
といって復活させることだって，めずらしくありません。イギリスの公
示主義もそうでしたし，日本の監査役会制度もそうでした。監査役会制
度は結構強靱な制度になってきました。監査等委員会設置会社も，監査
役制度の良い部分を受け継ぎながら取締役会の監視機能を強化しようと
している点が，人気の理由の一つといえるのではないかと思います。ま
た，役員報酬についても，日本が株主総会で大枠は決めるとしているこ
とは，「say on pay」以上に強力であって，お手盛り防止に役立っている
ように思います。
各国の企業統治システムは，これからもそれぞれに個性あるものであ
り続けるでしょう。ですから，日本も，世界の制度間競争に遅れをとる
ことの無いように，競争力あるシステムへ磨き上げ続ける必要はありま
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すが，やみくもに他国に倣うのではなくて，日本の立ち位置を冷静に分
析し，良いものは残し，変えるべきところは変えるという姿勢を保つ必
要があります。
今日は，株式会社の起源から今日の主要国における企業統治改革まで
の流れを，駆け足でしたが，ほぼすべて見渡して来ました。こうして俯
瞰してみますと，株式会社制度は，立憲議会制民主主義の政治体制とも
ども，様々な歴史的偶然と，その場に居合わせた人々の重い決断の積み
重ねによって奇跡的に生み出されてきた，文明の大いなる遺産であると
いう気がしてきます。
確かに不祥事が絶えることはありません。その度に，改革がなされ，
変容が続きます。会社はまだまだ未完成な制度です。しかし，アダムス
ミスの予想は裏切られました。
今日の北朝鮮が象徴的ですが，なおも ｢法の支配」が確立されていな
い国々，近代経済組織や近代政治組織の体制が十分でない国々において，
人々が置かれている境遇を思うと，我々の暮らしている国が，これらの
文明の遺産を継承していることに感謝したくなります。
コーポレート・ガバナンス改革に，多くの国が熱心に取り組んでいる
ということ自体，株式会社制度が重要なものであることを意味していま
す。未来に向けても，この企業統治システムは社会の基軸とするに足り
るものであり，さらに磨きをかけていけばよいのではないかと，私は考
えています。
ご静聴有り難うございました。
質疑応答
【一般】
重厚なお話の後に，しかも今日の先生のお話に出てこなかったことに
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ついてお尋ねいたします。私の知る会社法の最近の改正の大きな内容と
して，従前は出資金１０００万円を用意しなければ株式会社を立ち上げるこ
とができなかったのが，出資金がなくても会社を立ち上げることができ
るようになったということがあるわけですが，これは日本として諸外国
の例に倣ったのかというのが１点です。それから，金がなくても会社を
立ち上げることができるとなると，従前の，株式会社であれば個人事業
主と比べて信用度が違うということが必ずしも担保されないのではない
か。粗製濫造という恐れはないのかという心配を個人的にはしているの
ですが，その功罪というかメリット・デメリットを先生はどのように見
ておられますか。
【浜田】
ご指摘の点も，日本の会社法が近時，規制緩和の方向へ大きく動いて
きているという今日の話の流れの中に位置づけることができるのではな
いかと思います。
アメリカでは会社法の規制緩和はますます徹底してきています。お金
を出資しなくても容易に会社を設立することができます。日本も同じよ
うにしたわけですが，これが本当にいいのかどうかという疑念は，当然
に出てくるものであると私も思います。最大の問題は，そんな具合にい
い加減に会社が作られるようになると，会社債権者は困らないかという
ことですね。この点について，ヨーロッパでは，先ほども述べたように
イギリス流の公示主義が EU 全体に広がっており，債権者は登記簿を閲
覧することで会社の信用度を容易に調査することができます。ところが
アメリカは正反対で，会社債権者が会社の貸借対照表などを見せてくれ
という権利があるということすら，州会社法には書かれていません。信
用調査会社の格付情報を会社債権者は買うということになります。信用
調査会社はといえば，これまた会社に計算書類を見せろということがで
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きませんので，大勢の債権者からどの程度順調に支払を受けているかに
ついてのデータを集めます。そうするとあそこは怪しいということが分
かるので，それを元に格付けをするという業務を行っています。
日本はというと，ヨーロッパとアメリカの中間です。会社債権者は一
応，計算書類を見せてくれといえるわけですが，なかなか見せてくれと
はいいにくいのが実情です。EU では会社登記簿を見れば分かる，それ
をインターネット経由で見ることもできるようになっているのに比べる
と，日本の会社債権者の立場は弱いといわざるを得ません。それからま
た，日本でも，株式会社は貸借対照表などを公告しなさい，誰でも見ら
れるようにしなさいという規定が置かれているのですが，非上場会社で
はこの規定はほとんど守られていませんし，取り締まりもきちんとなさ
れていません。ですから，日本はヨーロッパよりもかなりアメリカに近
い状況ですので，これほどの規制緩和をして果たして良いのかという疑
問が生じてくるのは，私は当然であると思います。
【学生（３年）】
今日は，特許主義から設立準則主義へ移行したというお話をされまし
たが，一般会社法の中身は，特許状に書いてあることを元にして作った
のでしょうか，それとも全く新しいものを作ったということなのでしょ
うか。
【浜田】
アメリカの場合ですと，最初から王様がいない議会制民主主義の体制
で建国を果たしましたから，特許主義といっても，議会が個別の立法を
することで，一つ一つの会社を設立していました。たとえば現在の日本
でも，日本銀行は特別の法律に基づいて設立された特別の会社ですが，
そういうことを初期のアメリカではすべての会社について行っていたの
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です。ところが，会社を設立したいという話が次から次へ州の議会に持
ち込まれるようになると，州の議会は年に何十もの会社を設立するため
の個別立法を制定するということになってきます。そうすると，条文の
中身についてもパターン化してきますので，そのパターンを活かして，
一般会社法が制定されるようになったという流れです。ですから，あな
たが想像されたとおりでして，想像力を豊かにしながら聞いていて下
さったということがよく分かりました。どうも有り難う。
【学生（４年）】
もし見当違いのことをいっているとしたら申し訳ありません。最初に
アメリカが植民地化されて，会社や近代組織が発達したということで
あったかと思いますが，同じ植民地でも，アフリカは発展できず，アメ
リカとアフリカの経済格差はとても大きい状況です。こんなことになっ
た原因というか，アフリカはなぜ発展できなかったのでしょうか。それ
から，アフリカが先進国になっていくためには，政治基盤から変わって
いかなければならないのかとも思いますが，その問題についてどうお考
えになられるか，よろしくお願いします。
【浜田】
比較する場合に，アメリカの植民地化とアフリカの植民地化では時代
も異なりますので，当時のアメリカとインドを比べた方がいっそうはっ
きりすると思います。東インド会社のような形態，ジョイント・ストッ
ク・カンパニーというものが，西欧から生まれてきました。この仕組み
は，アメリカでは議会制度の発達とか民主主義体制の発展に繋がってい
きましたし，経済的には会社設立準則主義の発展にまで繋がっていきま
したが，片やインドはといえば，搾取されるばかりでした。両者の違い
は歴然としています。東インド会社は東洋へやってきて，かなり悪いこ
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とをしました。インドの富を搾取したわけですね。ところが，東インド
会社と同様のジョイント・ストック・カンパニーがアメリカにやってき
た時には，搾取しようにも搾取する相手がいない。自分たちで植民しな
ければなりませんでした。植民する人たちがフリーメンになって議会を
設けるということになったところから，大きな違いが生じたということ
だと思います。
それからアフリカの将来についてですが，アフリカは最後の希望の大
陸といわれています。ここでも議会制度とか会社制度とかが大きな役割
を果たすことになると思いますが，何よりもパブリック・サーバントと
いう意識のある人が政治家にならなければならない。会社制度にあって
も，経済発展の最大の妨げとなるのが腐敗だと思います。そういう意味
で，委任コストをどうしたら下げることができるのかということが，政
治の世界でも経済の世界でもきわめて重要だということです。最近はビ
ジネスマンが外国で腐敗に巻き込まれることが大いに問題視されるよう
になってきています。賄賂を贈らないとビジネスができない土地柄だか
らなどといって深みに入ったり接待攻勢を受けて陥落したりすると，そ
れが発覚したときに厳しく処罰されるようになってきていますから，外
国でビジネスをする場合に十分に気をつけなければなりません。そして，
今日そういう状況になってきたというだけでも進歩というべきでしょう。
文明の発展には委任コストの削減が是が非でも必要です。アダム・スミ
スも心配したとおり，これが重要な問題なのです。アメリカ，ヨーロッ
パ，日本などの先進国は，一歩ずつですがこのような問題を克服してき
て，今日の繁栄に至りました。アフリカなども，そういう点を是非学ん
で欲しいと思います。
